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 日頃より、市勢進展のため、御支援・御協力を賜り、心から感謝を申

し上げます。 

 さて、本市では、台風第19号に伴う大雨により、市内各所で河川堤防

の決壊・越水による水害や土砂災害が発生いたしました。これに伴い、

尊い人命が失われましたほか、約50,000戸への給水を行っている浄水場

が浸水被害により機能が停止するなど市民生活に大きな影響を与え、さ

らに、10月25日の豪雨により、再び河川の氾濫や土砂災害が発生し、今

なお避難所生活を余儀なくされている方がいらっしゃいます。 

加えて、災害時の拠点となる支所や公民館も浸水被害を受け、災害対

応機能を発揮することが困難な状況となったほか、被災を受けた方があ

まりにも多く、市内の事業者が従業者数を十分に確保することが難しい

状況となるなど、直接的な被害があった地域のみならず、全市的に災害

の影響が広がっている状況となっております。 

 市といたしましては、現在、市民・事業者・各種団体と力を結集する

とともに、自衛隊や全国各地の自治体などからの御支援もいただきなが

ら、懸命な復旧活動、そして被災された方々の生活の再建に向けて全力

で取り組んでいるところであります。 

 つきましては、東日本大震災で受けた被害の影響が残るなか、再び大

災害に見舞われた本市の状況を御賢察のうえ、次の事項について、特段

の御支援を賜りますようお願い申し上げます。 
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【要望項目】 

 

（総括） 

 ・国においても補正予算の編成と市町村への情報提供を速やかに取り

組んでいただきたい。 

 

 （河川・道路） 

 ・堤防の決壊や越水により被災した二級河川夏井川などの県管理河川

をはじめ、多数の箇所で被災した市管理河川の復旧にあたっては、

柔軟な災害査定を実施し、早期復旧の支援をお願いしたい。 

 ・再度の被災防止を図るため、堤防嵩上げや合流部の堤防強化対策、

更には河道掘削及び樹木伐採などの防災・減災、国土強靭化対策の

推進について特段のご配慮をお願いしたい。 

 ・本市の幹線道路網の中心をなし、市民生活や経済活動を支える国道

49号が路肩の一部流失に伴い片側交互通行中であることから、早期

に完全復旧していただきたい。 

 ・法面崩落や路肩崩壊などの土砂災害により通行止めとなっている国

道289号などの県管理幹線道路について早期復旧の支援をお願いし

たい。 
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 ・土砂災害や河川氾濫などにより多数の箇所で被災した市道の災害復

旧にあたっては、柔軟な災害査定を実施し、早期復旧の支援をお願

いしたい。 

 

 （市民生活・住居） 

 ・被災者が自らの望む生活再建を果たせるよう、被災者の生活状況や

被災地の実態等を踏まえ、被災者生活再建支援制度の上限額や適用

範囲などの拡充を図ること。 

・床上浸水により住宅が被災した方に対して、日常生活に最低限必要

である生活家電を、東日本大震災時同様、日本赤十字社から提供い

ただけるようはたらきかけていただきたい。 

 ・合併処理浄化槽の復旧にあたり、循環型社会形成推進交付金の十分

な予算の確保と早期の補助決定をお願いしたい。 

・国民健康保険税や後期高齢者医療保険料、介護保険料等の減免・減額

措置を講じた場合に、その減収分に対する財源措置をお願いしたい。 

 

 （上水道） 

 ・水道施設の早期復旧支援として、補助率の更なる引き上げ及び補助

対象施設等の拡大をお願いしたい。 

 ・災害査定の日程や方法について、柔軟な対応をお願いしたい。 
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・防災・減災、国土強靭化のための緊急対策の対象施設の拡大及び要件

の緩和など、特段のご配慮をお願いしたい。 

 

 （下水道・農業集落排水） 

 ・下水道等施設の早期復旧支援として、補助率の嵩上げ、補助対象の

拡充及び補助条件の緩和のほか、各種事務手続きの簡素化をお願い

したい。 

 ・下水道等使用料の減免等による減収額に対する財政措置のほか、企

業債利率の引き下げ、元利償還に対する財源措置、防災・減災対策

などに対する財源措置をお願いしたい。 

 

 （防災拠点） 

 ・災害拠点施設である支所の復旧（移転改築含む）について、財政的

な支援をお願いしたい。 

 

 （保育所等） 

 ・保育所や認定こども園等は、施設の復旧等に多額の費用負担が生じ

ることから、復旧に係る補助率の嵩上げなどの支援の充実をお願い

したい。 
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（農林水産業） 

 ・農林水産業者の経営再建に向けた各種支援制度を充実させるととも

に、農林水産業施設等の早期復旧に向けた災害復旧事業等にかかる

必要な予算の確保をお願いしたい。 

 ・台風第19号により保有米に被災を生じた農家については、平成27年

の「関東・東北豪雨災害（台風18号）」時、国が翌年の営農再開に向

けた特例支援を行った例にならい、今回も同様の対応を行っていた

だきたい。 

 

 （商工業） 

 ・被災した事業所の復旧・事業再開に向けた施設・設備の導入に係る

経費に対する補助など、各種支援制度の充実をお願いしたい。 

 ・工業用水や上水道など産業インフラが破損したことによる企業の損

失につき補償する枠組みを整備いただきたい。 

   

 （教育） 

 ・被災した児童生徒の心のケアを実施するためのスクールカウンセラ

ー派遣について、財政的な支援をお願いしたい。 

 ・被災した児童生徒の給食費や学用品等の支援を行う「被災児童生徒

就学支援等事業（大規模災害）」の早期指定をお願いしたい。 


